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梅は元祖「お花見」の花？
現在、お花見の花はほとんど「桜」になっ
ていますが、「梅」は遣唐使が薬用として
中国から持ち帰ったもので、奈良時代ま
では梅がお花見の花だったそうです。
また、梅干しはもともと僧侶の酒の肴で、
紫蘇で赤く染めるのは日本独特の方法です。
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新年のあいさつ

新年あけましておめでとうござ

います。

皆様には健やかで希望に満ち

た初春をお迎えのこととお慶び

申し上げます。

21世紀の幕開けとなる本年は、

本県の新たな百年の始まりにふ

さわしい一年であってほしいと

願っております。

そのためには、景気を本格的回

復軌道に乗せ、少子高齢化対策や

行財政改革の推進をはじめ大王

製紙秋田工場進出問題や高等教

育機関整備問題など、本県が抱え

る諸課題克服への確かな道筋を

つけていかなければなりません。

県議会といたしましては、当面

するこれらの課題の解決はもと

より、「新しい世紀こそ秋田の時

代」と県民の誰もが胸を張れる活

力にあふれた秋田を築き上げる

ため、これまでにも増して努力を

重ねてまいりますので、県民の皆

様におかれましてもさらなる御

尽力と御支援を賜りますようお

願い申し上げます。

2001年が、皆様にとりまして

明るく幸多き年となりますこと

を心からお祈り申し上げ、新年の

あいさつといたします。

秋田県議会議長

安杖正義

http://www.pref.akita.jp/gikai/index.html


中で取り組んでおり、雇用担当部署と

の連携を十分に図らせたい。

東北六県で看護系大学、福祉系

大学、医療技術系大学がないの

は唯一秋田県だけである。知事もこの

ことを含めて総体的な秋田県の高等教

育を議論しようと答えていたはずであ

るが、なぜこの議論をしっかりしない

のか。ハイレベルの国際系大学を創る

ことと併わせて、なぜ総合的に検討で

きないのか伺いたい。

よく議論するようにということは、

おっしゃるとおりである。ただ、国際

系大学については、秋田校が2003年に

は閉校という状態にあるので、それとの

連携もあり、特段のご理解を賜わりたい。

30人学級については、先般の6月

定例会において、我が自民党主

導で他会派の協力のもと、その意見書

を可決・成立し、国に提出したところ

であるが、国の制度ができなくても県

単でも、できるところから実現してい

かなければならないと考える。
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工藤嘉左衛門議員（自民党）

このたびの大王問題によって生

じた損害金額は、予想される金

利等を含めてどれぐらいになるのか、

工業用水と工業用地の将来構想の見直

しと併せて伺いたい。また、大王進出

中止により、第一番の問題は進出を前

提に採用された90名余りの県出身者

のことであるが、対策検討プロジェク

トには入っていないようであり、この

方々への対応について伺いたい。

大王製紙に関連する工業用地及び

第二工業用水道に関する県の負担

額は、借入金利息を含めて約260億円

余りと見込まれ、また、県出身者への

対応については、プロジェクトチームの

低学年1.2年生位から実施

したいという知事の意向等も伝

わっているが、具体的に伺いたい。

学級の人数を30人程度にするため

に、学級数を増やすなど、各学校

及び地域の実態を踏まえたより効果的

な教職員配置を、教育委員会において

検討いただいているので、そのスタン

スが決まり次第進めてまいりたい。

平成11年度の土木部発注の公共

事業・委託事業のうち、金額にし

て約180億円（20.6%）が、ゼネコンを

中心とした県外建設業者に発注されて

いるため、県内大手の業者が小さい仕

事に手を出さざる得ない状況であり、

B級業者等が結果的にいじめられてい

ることについて、県内業者育成という

観点から、どのように考えているのか。

ジョイントベンチャー方式を活用する

とともに、技術難易度が高い工事で

あっても県内業者が施行できる部分は

可能な限り分離発注するなど、県内業

者への優先的な発注に努めてまいりたい。
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経済対策関連の
補正予算など可決

11年度の各会計決算も認定
平成12年12月定例県議会は、12月4日から19日までの日程で開

かれました。

議会は初日の本会議において、知事から「あきた21総合計画の推

進状況、国際系大学（学部）構想、大王製紙の秋田進出計画」など諸

般の報告と合わせ、提出議案の概要等について説明を聞いた後、閉

会中の審査に付していた平成11年度秋田県一般会計・病院事業会

計・公営企業会計の決算を認定しました。

一般質問は6人の議員が行い、常任委員会の審査等を経て、総額

349億6,438万円の一般会計補正予算や秋田県すこやか奨学基金

条例の一部改正案など、知事提出議案45件を可決、監査委員及び公

安委員の人事議案2件を同意し、また、議員提出の意見書案5件を

可決、請願1件を採択して、16日間の会期を閉じました。

大王問題などで総括質問

今議会で論議の焦点となった国際系大学

の創設、大王製紙の進出断念、秋田東高校の

移転問題については、予備日を活用して全

議員による総括質問を行い、県の対応等に

ついてただしました。

高等教育に関する特別委員会設置

最終日の本会議では、県立大学、国際系大

学、看護・福祉系大学など、将来を見据えた

高等教育機関の整備・充実について調査・検

討するための高等教育に関する特別委員会

を設置しました。

［詳しくは8頁をご覧下さい］



に加えて、急速な人口高齢化をもたらし、

その影響は、やがて経済的活力の低下

となって表れる。今進みつつある少子化

の背景にある経済的かつ女性の労働負

担という社会構造を見逃すことはでき

ず、育児における法制の整備や企業努

力へのバックアップ、個人の意識変革な

ど、「少子化を前提とした計画や施策を

どう行政の中に取り入れていくか」が問

題となってくるが、本県の少子・高齢化

の将来について、どう認識されているか。

仕事と育児を両立できる環境づくりや、

男女の固定的な役割分担意識を取

り除く男女共同参画社会の推進を柱に据

え、若い人たちが結婚や子育てに夢をもて

る社会の実現に、県民一丸となって取り組

んでいくことが大切であると考えている。

三割減反が、12年度も継続され、

13年度は更に生産調整面積が、

大幅に拡大される現状にあるが、当初減

反制度は農家の自主性を尊重したはず

のものであり、農家の意思に関係なく、

減反面積を上から配分していくという手

法は、ぜひ改め、何らかの形で農家の意

思を生かしていくための努力を強く要望

するが、本県のコメ一辺倒からの脱皮対

策と併わせ、考えを伺いたい。

米の供給過剰の現況下では、生

産調整の実施はやむを得ないも

のと考えており、米と大豆や麦などを組

み合わせて、収益性の高い安定した水

田農業経営の確立を図るべく、引き続

き積極的な支援を行ってまいりたい。

道路建設は単に道づくりにとどま

らず、21世紀に向けた夢の建設で

あり、県道秋田八郎潟線についても、そ

の開通によって、地域経済にもたらす効

果には大きなものがあるので、積極的

な行動による早期開通を要望する。

また、秋田中央圏域広域水道整備協議

会にかかる広域水道計画の現状と、今後の

見通し、県としての支援策について伺いたい。

秋田八郎潟線については、地元から

早期完成の要望があることから、当面

は五城目町北ノ又地区の県単道路改築

事業を進めてまいりたい。広域水道計画に

ついては、国庫補助の採択が得られるよう

国に対し積極的に働きかけてまいりたい。

伊藤万治郎議員（県民クラブ）

大王製紙の秋田進出断念が現実に

なった場合、県民が背負う余りにも

大きな先の見えない課題として、「県の大

王事業費の未償還分232億円」、「進出

予定地の埋め立て地と工業用水の有効

活用」、「県出身従業員91人」、「違約金

である55億円の担保」が挙げられるが、

それらについての対応と所見を伺いたい。

これらの課題の取り組みに当たって

は、これまでの経緯も含め、問題の

所在を明らかにするとともに、今後想定さ

れる選択肢を提示しつつ、幅広い

議論をいただきたい。

少子化は、人口減少

の編成を進めてまいりたい。

私は、大王製紙の秋田進出に伴

う県の先行投資は、極めて危険

だと警鐘してきたが、仮に、大王製

紙が進出し、東北製紙が県の思惑通

り新工場を建設し、さらに企業誘致

が一定程度進んでも、県の2つの工業

用水の余裕と秋田市の水需給関係か

ら、すぐにでも5万トン程度の工業用

水を水道水に用途転換できると提言

してきた。この問題提起を整理でき

ないか。

余剰水の活用については、用途転

換も重要な選択肢になると思われ

るので、今後フレキシブルに対応して

まいりたい。

真木ダムは多目的ダムとして計

画されているが、治水・かんがい

の必要性が低く、水道需要ダムに近い。

公共事業見直しの中で、このダム

が採択される見込みがあるか。また、

自然保護等の関係からも建設を推進

する必要性があるのか。実現の可能

性と併せて伺いたい。

治水、かんがい用水の安定的な取

水、安全で安定的な水道水の確保

を総合的に解決するためには、多目的

ダムが有効であると判断しており、実

現の可能性についてもあると見ている。

「高齢者処遇研究会」の全国調査

が、施設介護の暗い部分である

「老人虐待」の実態に光をあてたこと

は非常に意義がある。県内でも、県

老人福祉協議会が施設介護の実態調

査に取り組むことにしているが、指

導機関としての県がどのようにかか

わっていくのか。また、施設内での

事故やトラブルの的確な処理に、県

はどのような指導とサポートを行っ

ているのか。

公正なサービス評価の基準と情報

提供のマニュアルづくりを指導・

助言し、また、指導監査を通じて、施

設における自主研修の充実を働きかけ

たり、福祉保健研修センターにおいては

人権確保の研修を実施してまいりたい。

栗林次美議員（市民派クラブ）

知事は「平成13年度当初予算は

骨格予算を編成する」と表明し

ているが、骨格予算では、行政の責任、

継続性や現場での仕事の進め方など

が不明確で、県民の側からみれば県

がやろうとしている仕事の中身がわ

かりづらいものになってしまう。知

事職は3期12年と誓約し、公の場で続

投を明らかにしているので、一部民意

を問う課題は除き、筋骨隆々の本格

予算を編成すべきと考えるがどうか。

課題の山積する中、県政の運営に

遅滞や空白が生じないよう、政策

の緊急性等を考慮し、議会のご指導と

ご理解をいただきながら、来年度予算
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きかけてまいりたい。

本格的な行政評価とは言えない国

の公共事業の見直しに対し、本

県の行政施策については、県民の立場

から適正な行政評価を行うとともに、

一層の充実のため、県民参加を機軸と

する行政評価条例の制定が不可欠と

考える。また、このことは地方分権の内

実を豊かにし、ひいては自治体主導の分

権改革を進める上でも極めて重要な課

題と考えるが、知事の所見を伺いたい。

当面は行政評価制度の定着と実効

性を上げることに力を注ぐとともに、

現行システム自体の検証や改善を図りな

がら、条例化に向けて検討してまいりたい。

平成9年における本県の野菜の粗

生産額は298億円で、東北では最

下位、全国では27位と低位にある。野

菜振興が複合経営の最も要であること

から、ハウス団地の形成や新規就農者

を確保することなどにより、施設栽培を

中心に地域をリードする野菜産地の芽が

出てきており、これらの芽を大事に育

県から補助金が交付されている団

体に、県知事名で出された知事選

の告示前の推薦依頼状は、公の立場

を利用した圧力行為以外の何ものでも

ないが、知事はその責任の大きさをどう

考えるか。

また、後援会が勝手に配布したと言わ

れるが、後援会と知事とは、本来、意

思の合意がなされているはずのもので、

勝手に行うことはないと思うがどうか。

推薦依頼状のことで、皆様にお騒が

せしたことについては、誠に残念に

思っている。後援会については、支援を

いただいていることに心から感謝している

ところである。

大王進出断念は、本県にとって重

大な損失となったが、知事の対応

の手順で、とうてい理解できないもの

として、なぜすぐに、当事者である秋田

市に情報を提供しなかったのかという

ことが挙げられるが、理由を伺いたい。

また、今回発表の進出断念には、長期

にわたり何ら会社側と話し合いを持た

ず、安易に流れるままにまかせていた知事

の重大な過失があると考えるがどうか。

秋田市へは、当方の対応方針を定

めてから説明しようとした結果、伝

えるのが発表当日の朝になった。また、

大王製紙の進出は、本県に大きな効果

をもたらすプロジェクトと位置づけ、全力

を挙げてきたところである。

秋田空港の滑走路延長問題は、国

や県内経済界などからの、多くの支

援によるものであったが、知事の費用対

効果の一言で突然中止の発表があり、県

に対する中央省庁の信頼は完全に失わ

れてしまった。農林統合問題の議案撤回

や国際系大学問題、東高校移転問題

などでも発言が場当たり的で重みがなく、

知事としての資質に疑問を感じるが、行政

のトップとしての発言をどう自己評価するか。

これまで、能力の限りを尽くして県政

運営に当たってきたつもりであり、自身の

長としての資質の評価は、広く県民の皆様

から判断していただくべきものと考えている。

2月定例会でも物品発注の価格破

壊について伺ったが、知事の「単に安

ければいい」という、かたくなな思想から生

まれる弊害として、最近では、1円でも利

益が出ればいい方だという声も聞かれる。

これでもまだ、適正な価格の発注と言わ

れるのか。

また、印刷物について、製造請負とし

て発注することを検討すると答弁された

が、検討結果はどうか。

一部に予定価格を著しく下回る発

注もあることから、今後とも公平性・

透明性を重視して、適正な予定価格の

積算をしてまいりたい。印刷物につい

ては、仕様が多様化しており、製

造請負とするところまでは至っ

ていない。

冨樫博之議員（自民党）

児玉　孝議員（社民党）

地方の財源確保については、現行

の制度の枠の中での創意工夫や、

国と地方の税源配分の見直しなど幅広

い観点から、地方税収をより一層安定

的に確保するため、自治体として知恵を

出し、具体的な行動を起こすことが求

められており、国に偏っている現行の税

源配分を見直し、地方への税源委譲を

強く求めていくべきであるが、地方税の

あり方も含めて、知事の考えを伺いたい。

法人事業税における外形標準課

税の導入や課税自主権の行使の

ほか、消費税、所得税などの税源の委

譲によって地方税の拡充強化を図って

いくことが必要であり、その実現を国に働

て、広めていくことが大切だ

と思うが、野菜振興に対する

考えを伺いたい。

周年供給が可能なアスパラガスや

ほうれんそうなどを「秋田の顔」と位

置づけ、これらを先導役に、秋田の野菜

全体の底上げを図り、その生産拡大に

努めてまいりたい。

少人数学級の実現に対する県民の

期待は大きく、一斉に30人学級を実

現することは難しいとしても、子どもを持つ

保護者の願いを考えると、子どもたち一人

一人に一層目を配った、行き届いた指導

を行うことがぜひ必要であると考える。

そのため、例えば小学生1、2年生から

でも30人学級を始めるといった考えはな

いのか。少人数学級推進に対する考えを

伺いたい。

小学校1・2年生においては、学級

の少人数化やティームティーチング

で対応する方法等を併用しながら、各

学校の実情を踏まえた教職員の配置を

検討している。
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本当の福祉立県の骨格になると確信す

るが、福祉人材を本格的に輩出する高

等教育の構築と振興について伺いたい。

平成14年の夏頃までには、看護・

福祉系高等教育機関の必要性や可

能性について明らかにできるよう、充

分に検討を重ねてまいりたい。

県警察は、安全で安心の生活ガー

ドにいつも多大な職務を遂行し

ており、県民の信頼度は高いが、時と

して起こるモラルの失墜的事件は残

念であるし、秩序の喪失を招く。

自身の生活実態から不祥事となって

いる事例も多々あり、内部において階

級社会独特の個人相談、アドバイザー

の機会がないように思えるが、メンタ

ル部分の対応について伺いたい。

精神科医及び弁護士それぞれ1名

を部外カウンセラーとして委嘱し、

また、各所属に生活相談員を98名配置

し、職員が直接面接及び電話相談によ

りいつでも気軽に相談できる体制をとっ

ている。

ô

くりを進めてまいりたい。

経営的観点を重視しないと農業が

やっていけない時代に入ったため、

生産オンリー型農業から事業経営型農

業への転換が求められており、地域や

集団に経営手腕を持ったマネージメント

のできる人材の確保が極めて大事とな

る。農業経営の人材育成の遅れが、

今後株式会社等の進出の呼び水にな

ることを懸念するが、県は将来構図にど

のような施策を考えているか。

消費者ニーズや市場情報を的確に

把握するための市場流通研修の実

施やインターネットを活用した新たな

アグリビジネスへの挑戦など、優れた

経営感覚を醸成するための総合的な経

営指導に努めてまいりたい。

少子・高齢化社会の実情が数世

紀に及ぶ傾向の中、福祉立県を位

置づけられる本県で一番不足しているの

が、福祉理念や教育を受けたリーダーの

養成である。福祉社会学のリーダーが

地域社会の全ての要所に網羅された時、

工藤任国議員（公明党）

ＩＴ革命の陰なる課題の一つは

ＩＴ社会における平等・公平な

立場すなわちイコール・フッティングの

確保であり、高齢者や障害者がＩＴを

活用しハンディを乗り越えて社会参加

する施策をはじめ、デジタルデバイド

対策など、全ての県民がＩＴを活用で

きる具体的な方策を検討できないか。

県内の情報格差をなくすことを目

的に、秋田情報ハイウェイの整備

を進めるとともに、聾学校をはじめ特殊

教育学校でもＩＴ教育を進めるな

ど、高齢者や身体障害者も含

め、県民誰もがＩＴ革命の

恩恵を享受できる環境づ
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査を通じて、各般にわたる質疑を行った。質疑の主なも

のは次のとおりである。

◎脳血管研究センターにおける病院部門の役割

◎ワールドゲームズ2001秋田大会の民間負担分の収入

状況と県負担及びボランテイアの確保状況

◎秋田県保健医療計画の見直し

◎減反面積の市町村別配分における目標率の格差

◎これまでの松くい虫対策の効果と今後の取組み

◎住民投票条例制定の署名数と秋田中央道路事業に対

する基本的考え方

◎女子校校舎改築事業における共学化への配慮

◎大王製紙（株）の「秋田工場建設断念」発言に対する対応

以上が主なる質疑であるが、これらの質疑を通じて多

くの意見・要望がなされている。

討論では、「昨年も、本委員会より指摘を受けていな

がら、再々度、高度技術研究所において事務執行に不適

切な処理が発生したことは誠に遺憾である。今般は、こ

の問題だけで決算全体を不認定とはしないものの、職員

の意識改革を求め、特段の注意を促すものである」等の

意見があった。

採決の結果、認定議案3件はいずれも全会一致をもっ

て認定すべきものと決定した。

決算特別委員長報告（要旨）

各会計の決算の概要は次のとおりである。

【一般会計】

歳　　入 8,154億9,606万円

歳　　出 8,063億4,600万円

剰 余 金 91億5,006万円

実質収支 23億7,896万円

【病院事業会計（脳研・リハセン】

事業収益 83億9,115万円

事業費用 81億4,087万円

純 利 益 2億5,028万円

【公営企業会計】

営業収益 65億7,711万円

営業費用 56億8,241万円

純 利 益 8億9,470万円

.

審査に当たっては、出納長の総括説明、監査委員の審

査報告、関係部局長の説明を聞き、部局別審査・総括審

11
年
度
決
算
審
査
か
ら

平成11年度秋田県一般会計・病院事業会計・公営

企業会計の各決算は、決算特別委員会に審査を付託

され、閉会中に審査を行ってきましたが、12月7日の

本会議において決算特別委員長から審査結果の報

告が行われ、各決算とも全会一致で認定されました。



各種審議会等委員の共同公募
の取り組みについて、募集の時期
や人数はどうなるのか。

県民の県政への参画を幅広く推

進するため、平成13年度上期に委員

の改選を行う37の審議会について、

新たに委員の公募制を導入し、13年

1月から共同で委員の募集を行う。
男女共同参画社会に向け、女性委

員の登用を促進するため、募集総数

105名のうち70名以上を女性とする予

定であり、積極的な応募を期待して

いる。

今回県が取りまとめた国際系
大学の創設に関する基本的な考え
方は、どのようなものか。

目指そうとする大学の姿は、「県

立の単科大学とし、1学部3課程4コー

ス、定員100名」「設置場所はミネソタ

大学秋田校キャンパス」「開学時期は

平成15年4月の目標」である。

これに対し委員からは、「総合的県

立大学への発展も視野にあるなら県

立大学の学部として考えてもよい」「定

員100名で本県高等教育の充実に寄与

するのか」「国際化に対応する人材育

成の観点から必要性を強調すべき」な

どの意見が出された。

秋田県水田農業経営強化対策
の基本的な考え方と、その具体的
な対策の方向はどうなのか。

米価の低落や生産調整の拡大な

どにより、農家の経営意欲の減退を

招きかねない事態にあることから、

農家が将来展望をもって営農に取り

組めるよう、その経営強化のための

対策を講じようとするものである。

対策の方向は、「生産調整の拡大に

伴う負担軽減と担い手農家の経営安

定」など四つの柱を掲げ、その実現を

目指すことにしている。

具体的な対策は平成13年1月までに

内容を固め、平成13年度の予算化に

向けて取り組みたい。

秋田の木・利用推進木造公共
施設等整備事業の内容はどのよう
なものか。

木材利用推進のシンボルとなる

木造公共施設を積極的に整備すると

ともに、間伐材を利用した木製品の

導入を併せて推進する。

本事業による間伐材を利用した学

童用机、椅子の導入については、4市

町6小中学校において導入を進め、県

産材の一層の需要拡大を図ってまい

りたい。

女性センター（仮称）の事業と、
その管理委託をどのように考えて
いるか。

女性センターは「男女共同参画社

会」の実現を目的とし、研修、相談、

情報提供等の事業を行うものだが、

事業の実施や管理・運営については

（財）秋田県婦人会館に委託すること

にしている。

婦人会館が今まで行ってきた講座等

を大事にするとともに、その自主性

を尊重しながら事業の実施及び管

理・運営を委託したい。

今後提案予定の秋田県空き缶
等の散乱の防止に関する条例（仮
称）では、県民参加をどう位置づ
けるのか。

条例の骨子（案）に、「県民が公共

の場の里親となり、道路や河川など

を自分のエリアとして清掃・美化活

動を行うアダプト・プログラムとい

う概念」を盛り込むことにより、ただ

規制するだけではなく、県民に積極

的に参加していただくことにより、

自発的な美化活動や啓蒙を推進して

まいりたい。
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県北部エコタウン事業とはどの
ようなものか。また、この事業が国の
承認を得ることができた理由は何か。

この事業は、鉱業関連基盤を活用

した金属リサイクル産業や地域産業

の連携による資源循環型産業などの、

新産業を創出しながら、循環型社会

の形成を目指すものである。

また、県北部地域が、地域の鉱業関

連基盤を活用しながら金属リサイクルが

できるという点で、全国的に優位にある

ことから国の承認を得たものである。

大王製紙の秋田進出が実現しない
場合、早急に検討しなければならないも
のや今後の検討を要するものは何か。
また、その検討の進め方はいかに。

県出身社員への対応が早急に検討

すべきものであり、今後の検討課題とし

ては、違約金の取扱い、第二工業用水

道のあり方、港湾計画の改定や港湾施

設整備、工業用地の利用方法及び財政

負担のあり方などがある。

今後は、プロジェクトチームにより、

多岐にわたる課題について、関係部局

間の密接な連携の下に、課題事項を整

理し、対応等を検討していく。

また、秋田市とは、三者協議の進め

方等に関する連絡調整を図るため、連

絡会議を設置した。

秋田東高校を旧秋田保健所跡
地に複合施設として移転改築する
計画が示されたが、周辺の開発計
画も現時点でははっきりせず、教
育を第一義的に考える立場から
は、環境面で将来への不安が拭い
去れないのではないか。

現在、この地域の近隣にはアト

リオン等の公共施設や他の私立高校

がある。

また、この場所に学校を建設した

場合、法律や条例による規制が周辺

に働くこともあり、開発によって今

よりも教育環境が悪化するというこ

とはないと考えている。

現在検討が進められている秋
田県警察組織改革要綱では、警察
官の配置や人数についてどのよう
に考えているか。

人員配置については、警察本部

の管理部門の人員を約15％削減し、

第一線の、特に交通係や広報広聴係

に重点配置する計画である。

全体の人数については、警察庁へ

引き続き増員の要望をしていくが、

当面の体制の中では、非常勤嘱託職

員としての困りごと相談員や交番相

談員などを拡充し、不足分を補完し

てまいりたい。

大王製紙の進出断念が正式に
決まった場合、秋田港港湾計画や
秋田港港口部連絡道路事業への影
響が懸念されるがどうか。

現在の秋田港港湾計画は、来年

度を目途に改定予定であったが、進

出断念が正式に決まった場合には、

改定に1、2年の遅れが予想される。

しかし、大王製紙に代わる企業に

より、既存施設が有効利用されるこ

とも視野に入れており、今後の整備

方針については、国と調整を図って

いきたい。

また、向浜地区と外港地区を結ぶ

秋田港港口部連絡道路は、主に一般

道路としての役割を期待しており、

事業実施に問題はないと考える。

12年の新規住宅着工件数と、
融資制度である「ほっと安心あき
た住宅資金」の貸付実績は、前年
同期と比較すると、低い水準で推
移しているが、今後の住宅政策に
はどのように臨むのか。

県人口は減り続けており、世帯

数も以前のように伸びていない。ま

た、昨年実施された住宅取得促進税

制改正のインパクトが薄れているこ

ともあり、住宅戸数が大きく伸びる

ことは期待できない。

今後は、高齢化社会への対応が必

要と考えており、融資制度等をできる

だけ使いやすいものに改善し、バリア

フリー住宅への改築などを促したい。
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議会レポート�

12月定例会で可決・同意された主
な議案の内容は、次のとおりです。

予算・条例等

【12年度一般会計補正予算（第4号）】
当面緊急を要する県単独事業及び「国
の経済対策を見据えた県単独投資事業等」
に要する経費として28億2,466万円を計上。

（補正予算の主な内容）
◯一般公共事業 （5億5,531万円）
◯国庫補助事業
・児童手当支給事業　　　　（5,044万円）
・松くい虫防除対策事業　　（1,780万円）
◯県単独事業（新規）
・秋田情報ハイウェイ機能強化事業

（182万円）
・女性センター（仮称）開設事業（4,364万円）

【12年度一般会計補正予算（第5号）】
国の経済対策関連補正予算に基づく公
共事業をはじめとする国庫補助事業並び
にこれに関連する県単独事業に要する経
費として321億3,972万円を計上。

（補正予算の主な内容）
◯一般公共事業 （248億57万円）
◯国直轄事業負担金 （40億7,025万円）
◯国庫補助事業（新規）
・秋田県情報通信技術講習推進基金造成
事業　　　　　　　 （6憶8,304万円）

・通信技術講習推進特別事業（5,509万円）

・秋田スクールIT推進事業（6憶3,000万円）
・秋田県北部エコタウン事業

（8億6,050万円）

【秋田県すこやか奨学基金条例の一部改正】
安心して子供を生み育てる環境を整え
るため第三子以降の大学在学者に奨学金
の貸与を行う。

【秋田県監査委員の選任】
委員に天野進氏（新任）を選任。

【秋田県公安委員会の委員の任命】
委員に安藤恭蔵氏（再任）を任命。

意　見　書

◆稲作経営の安定と米対策の確立を求め
る意見書
次の事項について早急に対策を講ずる
よう強く要望する。
1. 現行の稲作経営安定対策の強化のた
め、補てん基準価格の10割を補てん。

2. 基盤整備事業促進のため、農家負担の
軽減と償還制度の見直し、既往事業負
担に係る利息減免措置の拡充。

3. 農地流動化施策の拡充・強化。
4. 関係省庁の連携による米消費拡大対策
の推進。

5. 直播栽培促進のため、無人ヘリコプターの
購入経費等への助成制度の拡大と、直
播栽培への適応性が高い新品種の開発。

6. 新たな農業経営所得安定対策の早期確立。

◆家庭内暴力（ドメスティック・バイオレン
ス）の防止及び被害者の保護に関する法律
の早期制定を求める意見書
男女が共に安心して暮らせる社会のた
めに、加害者に対する刑事罰、公的機関
による被害者女性の保護、24時間体制の
専門相談窓口の設置などを盛り込んだ
「女性への暴力防止」に総合的に対応する

法整備を早急に行うよう要望する。

◆視覚障害者などの読書権保障に関する
意見書
次の事項を実現されるよう強く要望する。
1. 著作権法第37条の改正について
（1）非営利で行う音訳については、著作
権者の許諾なしに行えるようにすること。
（2）学校図書館での音訳を可能にする
こと。
（3）録音図書の貸出は、視覚障害者以
外の障害者や高齢者も対象にすること。

2. 録音図書や拡大写真等の製作の許可を
示す「EYEマーク」表記の定着や普及に
向け、積極的に取り組むこと。

3. 公共図書館における障害者サービスの充
実及び国立国会図書館、公共図書館に
おいて数多くの視覚障害者が採用され
るよう、国として積極的に支援すること。

◆輸入野菜等の増加に対する緊急輸入制
限措置の発動に関する意見書
WTOで認められている「一般セーフガー
ド」の発動により、急増する農産物の輸入
を抑制し、園芸農家の再生産が可能な価
格対策を講ずるべきである。また、野菜等
の特性を踏まえて、輸入急増等の事態に
機動的・効果的に対応できるよう、WTO
交渉において強く主張すべきである。

◆地震防災対策特別措置法の改正を求め
る意見書
地震防災対策特別措置法に基づく地震
防災緊急事業の拡充・強化を図るととも
に、国の負担又は補助の特例措置の適用
期間を延長するための所要の法改正を行
うよう強く要望する。

請　願

採択された請願は、次の1件です。
◇「秋田中央道路」建設について

高等教育に関する特別委員会

設置目的 人口減少や多様化する学習ニーズ、国際化の進展など、高等
教育機関を取り巻く情勢の変化等に対応し、将来を見据えた高
等教育機関の整備充実に関する事項について調査・検討する。

付託事項 県立大学、国際系大学及び看護・福祉系大学等高等教育に関
する事項

委　　員 自由民主党=◎北林康司、〇工藤嘉左衛門、辻久男、大里祐一、
木村友勝、原盛一、冨樫博之、武田英文、
村上薫、大関衛

社会民主党= 佐々木長秀
公　明　党= 工藤任国 ※県民クラブは委員の割当を辞退しております。

◎は委員長、
〇は副委員長、
敬称略（ ）

自治功労者に3氏
全国都道府県議会議長会

10月26日に高知市で開催された第116

回全国都道府県議会議長会定例総会にお

いて、県議会議員として25年以上在職の、

北林照助議員（自民党・北秋田郡）

児玉　孝議員（社民党・南秋田郡）

柴田康二郎議員（自民党・平鹿郡）

が自治功労者として表彰されました。

なお、表彰状の伝達式は、12月19日に

議会大会議室で行われました。
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